
双方の経営革新で親族内承継を実現

早めの後継者教育で計画的な事業承継に成功

経営承継円滑化法の金融支援を活用した従業員承継

分割協議の不調で事業資産の集中ができなかった

事業承継計画書を作成し高齢の社長を説得

同業の第三者への株式譲渡（Ｍ＆Ａ）
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中小機構からの事業継承に関するご案内







●Ｑは高齢で、体力、思考力、判断力の衰えも目
立ってきたが、事業承継の意識はなかった。
●業績の悪化を懸念するＲが中心となり、自社株
式、事業用資産の移行も考慮しながら、専門家
の協力を得て「事業承継計画書」を策定。

●計画書をもとに、事業承継の時期、方向につい
てＱに説明。確認、了解をとるとともに、取引
先、金融機関等外部への計画説明を行ない、事
業承継を進めている。

●社長は娘婿への事業承継を考えていたが、なかなか実行できなかった。
●後継者が「事業承継計画書」を自ら作成し、専門家と共に社長の説得にあたった。
●「事業承継計画書」をもとに、社長と後継者が一緒に外部関係機関へ説明に行くと
いう行動をとることにより、事業承継の円滑な進行を可能にした。

ケース
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Ｓ社（自動車検査・修理業）の
創業者。
グループＴの会長を兼務。

Q：社長
　 （80歳）

Ｓ社取締役。
後継者としてＴ社の社長を9
年経験してきている。

 R：娘婿
　  （51歳）

事業承継計画書を作成し高齢の社長を説得

●Ｕ社長は人材関連サービス業を12年前に創業。
●同業の大手Ｗ社が、その地域に進出するため株式譲受けによる買収を提案したが、Ｕ社長は譲渡後の
従業員の待遇が悪くなるかもしれないと心配して、躊躇した。

●Ｕ社長の心情に配慮して、事業及び財務内容の調査と並行しながら、M&A仲介会社が助言し譲渡の
条件を詰めた。その結果、株式譲渡契約書の特約として、従業員等の待遇に関する条件（3年間は、従業
員の給与等を下げない他）を加えた。

●一方、買収先Ｗ社からの要望（買収後もＵ社長は2年間は会長として残り、業務を引き継ぐ）も条件に
加えた。

●社長や従業員の心情、待遇に丁寧に配慮したため、業務の引き継ぎが円滑に進ん
だ。
●同業なので営業権が高く評価されたこともあり、所得税を考慮して、株式譲渡代
金と同族役員への退職金の組み合わせを考え、手取り額が最大になるように検討
した。

同業の第三者への株式譲渡（Ｍ＆Ａ） 
ケース
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Ｕ：社長（51歳） 　 代表取締役
Ｖ：社長夫人（47歳） 監査役

 Ｗ：同業大手の会社

数値を省略

ポイントポイント

ポイントポイント

①今期決算(H22/1～12月期)を終えた取締役会で代表取締役(社長)の交代を行なう 
②急務である経営再建を、社長交代を契機として、より現実的、具体的なものとして新社長の下で推
し進める
③創業者は、代表取締役会長として後見役に徹する（資産面で）
④経営目標としては、５年以内に売上３億で利益の出る経営体制を目指す

①事業に供している土地、建物の早急な会社への帰属 
②自宅、アパート、貸家についての相続税対策が急務 
③自社株式の保有者移行を早急に行なうこと 
④事業計画策定と経営改善策の即断即効体制が要求されている

事業用資産の会社への譲渡
その他資産の分配方針を決定すること

項　　　　　　　目

会社
事 業 計 画 数 値

補　　足

定款・株式等
年　　　　齢
役　　　　職
持 株 の 状 況

財産の分配

年　　　　齢
　　　　

役　　　　職

持 株 の 状 況
○　氏
△　氏
□　氏
●　氏
▲　氏
■　氏
◎　氏

0株（      0%）
600株（ 15.0%）
500株（ 12.5%）
100株（　2.5%）
100株（　2.5%）
300株（　7.5%）

⇒

1,100株（27.5%）
　　0株（   0%）
500株（12.5%）
0株（    0%）
0株（    0%）

    0株（    0%）
800株（20.0％）
200株（ 5.0％）

2,100株（52.5%）
0株（    0%）

500株（12.5%）
0株（    0%）
0株（    0%）
0株（    0%）

800株（20.0％）
200株（ 5.0％）

79歳
代表取締役社長
2,400株(60%)

50歳

Ｓ社取締役部長
Ｔ社代表取締役

株式譲渡(第1陣)
80歳
⇒

1,400株(35%)

51歳

⇒

株式譲渡(第2陣)
81歳

代表取締役会長
400株(10%)

52歳

Ｓ社取締役部長
Ｔ社代表取締役

82歳
⇒

53歳

⇒

83歳
⇒

54歳

⇒

84歳
⇒

55歳

⇒
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現　在 
（～H21.12.31）

1年目 
（～H22.12.31)

2年目 
（～H23.12.31）

4年目 
（～H25.12.31)

3年目 
（～H24.12.31)

5年目 
（～H26.12.31）


